
北陸農政局業務成績評定要領
（目的）

第１ 北陸農政局業務成績評定要領は、北陸農政局が所掌する調査、測量及び設計に

係る請負業務の適正かつ効率的な施工を確保し、業務に関する技術水準の向上に

資するとともに、請負業者の適正な選定資することを目的とする。

（対象業務）

第２ 対象業務は、北陸農政局建設工事等契約事務取扱要領第３条第１項の（２）に

掲げる測量・建設コンサルタント等契約で１件の予定価格が２００万円を超える

業務とする。

２ 評定は、次に掲げる業務の区分に応じて実施するものとする。

なお、対象業務が複数の業務にまたがる場合は、業務の目的、金額を勘案し、

原則として主たる業務の評定をもって当該業務の評定とみなすものとし、これら

の取り扱いは、評定を行う者の間で統一するものとする。

（１）地質調査、単純調査等業務、測量作業

（２）調査業務、計画業務

（３）設計業務

（評定内容）

第３ 評定内容は、第２の対象業務毎の採点表における各評定項目の「評価の視点」

を参考に、業務及び技術者についての評定を行う。

（評定者）

第４ 評定を行う者（以下「評定者」という。）は、次に掲げる者とする。

（１）会計法第２９条の１１第１項、第２項、第４項及び第５項の規定に基づき、

監督又は検査を命ぜられた職員（以下、監督を命ぜられた職員にあっては「監

督職員」、検査を命ぜられた職員にあっては「検査職員」という。）

（２）当該業務を所掌する事業所、事務所（北陸農政局会計事務取扱細則(昭和４７

年７月１日付け４７陸総第６７８号（経理））第２条に規定する事業所等をい

う。）の長（以下「事業（務）所長」という。）

（３）当該業務を担当する北陸農政局各部所管課長（以下「所管課長」という。）

（評定の方法）

第５ 評定は、業務毎に独立して行うものとする。

２ 評定は、別添「評定の基準」に基づき、評定者毎に独立して的確かつ公正に行う

ものとする。ただし、ひとつの業務の評定者となる監督職員及び検査職員がそれ

ぞれ２人以上の場合は、それらの者が協議の上、評定を行うものとする。

３ 業務成績評定の採点及び総合評定点の算出は、別表－１「業務成績採点表」及び

別表－２「業務成績評定結果総括表」により行うものとする。

４ 評定結果は、別紙様式第１「業務成績評定表」に記録するものとする。



 

 

（評定の時期） 

第６ 評定の時期は、事業（務）所長及び監督職員は、業務が完了したとき、検査職

員は、検査を実施したときとする。 

 

（評定結果の提出） 

第７ 評定者は、支出負担行為担当官（代理官含む。）が契約した業務にあっては局

長に、分任支出負担行為担当官（代理官含む。）が契約した業務にあっては、当

該業務を担当する事業（務）所長に、業務成績評定表を遅滞なく提出するものと

する。 

２ 事業（務）所長は、前項の規定により受理した評定結果について、遅滞なく局長

へ報告するものとする。 

 

（評定結果の通知） 

第８ 局長又は事業（務）所長は、評定者から業務成績評定表の提出があったときは、

当該業務の請負者に対して別紙様式第２「業務成績評定通知書」により、評定結

果を遅滞なく通知するものとする。 

 

（評定の修正） 

第９ 局長又は事業（務）所長は、第８の規定により評定結果を通知した後、契約不

適合の判明等により当該評定を修正する必要があると認めたときは、修正するも

のとし、修正した評定結果について当該業務の請負者に対し、遅滞なく通知する

ものとする。 

 

（評定内容の説明等） 

第１０ 第８及び第９による通知を受けた請負者は、通知を受けた日の翌日から

１０日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定

する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含まない。）以内に、書面によ

り、局長又は事業（務）所長に対して、評定の内容について説明を求めることが

できるものとする。 

２ 局長又は事業（務）所長は、前項の規定により評定の内容について説明を求めら

れた場合は、書面を受理した日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）

以内に書面（以下「回答書」という。）により回答するものとする。 

３ 局長又は事業（務）所長は、前項の回答を行う場合には、第１２及び第１３に規

定する業務成績評定委員会に意見を求めることができるものとする。 

４ 第１項及び第２項の事項については、第８及び第９の通知において明らかにする

ものとする。 

 

（苦情申立て） 

第１１ 局長又は事業（務）所長から回答の通知を受けた請負者は、回答書による説

明に不服がある場合は、回答を受けた日の翌日から起算して１０日（休日を含ま

ない。）以内に、書面により当該局長又は事業（務）所長に対して、苦情を申立

てることができるものとする。 

２ 局長又は事業（務）所長は、前項による苦情の申立てがあったときは、速やかに、

「入札等監視委員会の設置及び運営について」（平成６年５月３１日付け６経第



 

 

９３０号大臣官房経理課長通知。以下「入札等監視委員会通知」という。）によ

り設置される入札等監視委員会（以下「入札等監視委員会」という。）に審議を

依頼するものとする。なお、当該入札等監視委員会の審議に係る具体的な手続き

及び苦情申立請求書の様式等については、入札等監視委員会通知によるものとす

る。 

３ 局長又は事業（務）所長は、申立者に対し、入札等監視委員会の審議の結果を踏

まえた上で、入札等監視委員会から審議の報告を受けた日の翌日から起算して 

１０日（休日を含まない。）以内に、次によりその結果を回答するものとする。 

（１）苦情申立てが認められなかった場合には、申立てに根拠が認められないと判

断された理由を示してその旨を回答するものとする。 

（２）申立てが認められた場合には、苦情申立てが認められた旨及びこれに伴い局

長又は事業（務）所長が講じようとする措置の概要を明らかにするものとする。 

４ 局長又は事業（務）所長は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適

格を欠くと認めるときは、その申立てを却下することができるものとする。 

５ 局長又は事業（務）所長は、第１０の第２項の回答書において、苦情申立てがで

きる旨を明らかにするものとする。 

 

（北陸農政局業務成績評定委員会） 

第１２ 局長が意見を求める北陸農政局業務成績評定委員会の構成は、別表－３に掲

げるとおりとし、委員長が主宰するものとする。 

 

（事業所等業務成績評定委員会） 

第１３ 事業（務）所長が意見を求める事業所等業務成績評定委員会の構成は、別表

－４に掲げるとおりとし、委員長が主宰するものとする。 

 

附則 

この要領は、平成１５年４月１日から適用する。 

 

附則 

この要領は、平成１５年７月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成２３年９月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成２７年１０月１日から施行する。 

 

 



 

 

附則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和３年１月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和７年５月１６日から施行する。 

 



 

 

別表－３ 

北陸農政局業務成績評定委員会 

部 会 名 業 務 の 種 類 構 成 員 

農村振興部会 

 

 

 

 

 

 

 

支出負担行為担当官が契約する業務

のうち事業（務）所が担当する業務 

 

 

 

 

 

 

○委員長 

  農村振興部長 

○委 員 

  会計課長 

  設計課長 

  当該業務担当課長 

  当該業務担当職員 

  当該業務評定者 

一般部会 

 

 

 

 

 

支出負担行為担当官が契約する業務

のうち上記以外の業務 

 

 

 

 

○委員長 

  総務管理官 

○委 員 

  会計課長 

  当該業務担当課長 

  当該業務評定者 

 

別表－４ 

  事業所等業務成績評定委員会 

構成員 

○委員長 

    次長 

  （次長が二人置かれている場合は技術次長、次長が置かれていない場合は

庶務課長） 

 

○委 員 

    庶務課長 

    当該業務担当課長 

    当該業務担当職員 

    当該業務評定者 

 
































